
第８回 山梨県緊急経済・雇用対策本部会議

平成２２年１０月６日（水）

午前９時から

本館２階特別会議室

進行（副本部長・商工労働部長）

１ 開 会

２ 議 題

《報告事項》

(1) 現下の経済・雇用情勢について

(2) 新卒未就職者就職応援事業の対象者の拡大について

(3) その他

《協議事項》

(1) ９月補正予算の追加提案について

(2) 「円高対応相談窓口」の設置及び中小企業支援施策の「ワンストップ・サービ

ス・デイ」の開催について

３ 閉 会



(1) 業況判断DDI 日本銀行甲府支店

(2) 鉱工業指数 H２２年 ７月 山梨県統計調査課

生産指数 １０５．６

指標等 らから見た 景気県内景気の状況（ 成平成 ２２２年１０月）

○業況判断DIは、製造業（前回▲１５→今回１０）、非製造業（同▲１２→０）ともに改善。
○全産業では前回比１９ポイントの改善、６調査連続の改善（同▲１４→５）。
○業種別では、業務用機械、電気機械、食料品、小売、卸売、建設など幅広い業種が改善。
○先行きに関しては、全産業では▲１１と今回比１６ポイントの悪化を見込んでいる。

○平成２２年７月の生産指数は、１０５．６で前月比１．９％の上昇。
○一般機械、電子部品・デバイスが上昇したことが主な要因。
○前年同月比では５２．８％の上昇。

鉱 生 数山梨県鉱工業生産指数の推移（ 節季節調整済指数）
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断業況判断DIDIのの推移

前回  今回  予測
10/6月 10/9月  10/12月

県内 ▲１４   ５    ▲１１
全国 ▲１５  ▲１０    ▲１７



(３) 費個人消費 Ｈ２２年 ７月 関東経済産業局

販売額 ７０億円 対前年同月比 ▲０．９％

(４) 力使大口電力使用量 H２２年 ７月 東京電力（株）山梨支店

電力使用量 180 百万kwh 前年同月比 109.6 ％

○平成２２年７月の電力需要は、１８０百万kwhとなり、前年同月比９．６％増と７ヶ月連続で
前年を上回った。

○平成２２年７月（速報）の大型小売店舗販売額は、７０億円で前年同月比▲０．９％と３ヶ月
連続で前年同月を下回った。
○飲食料品、家庭用品が上昇、紳士服・洋品、婦人・子供服・洋品が減少。

大 実績大 実績大口電力需要実績大口電力需要実績のの推移推移
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(５) 産企業倒産 H２２年 ９月 東京商工リサーチ

件数 ７件 負債総額 440 百万円

（６６）公共工事 H２１年度 東日本建設業保証

請負金額 １，４１５億円 （前年比９．２％）

件数  ５，３５７件  （前年比１１．０％）

○平成２２年９月の県内企業倒産（負債総額１千万円以上）は、件数７件で前月に対して４件
増加の増加となったが、１１ヶ月連続の１桁台で推移。
○負債総額は４億４４００万円で、前月に対して３億４５００万円減少。
○建設業、製造業、卸・小売業、サービス業の販売不振が主な要因。

○10年間の動向をみると、H21は請負金額で１４１５億円とH11と比較して１２８５億円減少し、
４７．６％減とほぼ半減となり、依然厳しい状況にある。

山梨県内企業倒産状況（１千万以上）
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(1) 率有効求人倍率の推移

Ｈ２２年 ８月 山梨労働局

有効求人数 10,133人 有効求職数 16,546人 有効求人倍率 60.61倍

(2) 完全失業率のの推移

Ｈ２２年 ４～６月期 山梨県労政雇用課
失業率 4.7 ％

○平成２２年８月の有効求人倍率は、前月に比べ０．０１ポイント増の０．６１倍となった。
○前月に比べ月間有効求人数は６８人減少し、月間有効求職者数は５０２人減少した。

○平成２２年８月の全国の完全失業率は前月に比べ０．１ポイント減の５．１％となった。
○平成２２年第１四半期（４～６月）の山梨県の失業率は前期比０．３ポイント増の４．７％と
なった。

指標等 らから見た 雇用県内雇用の状況（ 成平成 ２２２年１０月）

有効求有効求人倍率の推移

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H20
.4 6 8 10 12 2

H21
.4 6 8 10 12 2

H22
.4 6 ８

全 国
本 県倍

全失完全失業率の推移

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

H20
.4 6 8 10 12 2

H21
.4 6 8 10 12 2

H22
.4 6 8

全国

本県（四半期ごと）
％



     県 本 県    の                雇 用 情 勢  (平成22年 8 月の状状況）     

１   概  概要    ･･･ 求有効求人倍率は、、 0.61 倍と、0.01 イポイントの 昇上昇 （ 府都道府県での山山梨県のの    順位 15     位）

・本本県8月の有 人有効求人倍率 10.61 倍 ・ 国全国8月月の 効 倍有効求人倍率 40.54 倍

＊ 効 上有効求人倍率上位県     00.84 倍 ＊ 有 率有効求人倍率下位県     00.31 倍

香川県 ・・・・ 0.74 倍 00.38 倍

徳島県徳島県 ・・・・・・・・ 0.730.73 倍倍 奈奈神奈川県神奈川県 ・・・・・・・・ 000.410.41 倍倍

○○ 前月に比比べ、 有月間有効求人数はは、 68 減少人減少した。 一方、月 職月間有効求職者数は、 502 少人減少した。

○○ 有 率年齢別有効求人倍率(常用) 44 以歳以下 00.60 倍 45歳以上 30.53 倍

○○○○ 本県本県HH21212121年年年度平均年度平均のの有 率有 率有効求人倍率有効求人倍率 330.430.43 倍倍

  区 分区 分 HH221..88月月 99月月 010月月 11月月 212月月 HHH22222222....111月月月月 22月月月月 33月月 44月月 55月月 6666月月月月 7777月月月月 88月月

本 県県 30.39 40.42 20.42 30.43 0.44 00.45 0.0.48 30.53 20.52 0.51 00.55 00.60 .0.61

全 国国 40.42 40.43 30.43 30.43 0.43 00.46 0.0.47 90.49 80.48 0.50 00.52 00.53 .0.54

２ 求求人数・ 職求職者数の 移推移

   区 分 H21.8月 9月 10月 11月 12月 HH2222..11月月 2月月 3月 4月 5月 66月月 77月月 8月

求求 人人 数数 448,4358,435 89898,8948,894 888,5838,583 1998,6198,619 8 78 78,5478,547 888,468,461 ,,8,8268,826 889,7889,788 449,6409,640 889,2589,258 9 39 39,6939,693 0 100,20110,201 0 30 30, 3310,133

数求職者数 ,21,504 121,112 520,570 120,111 1 119,611 1 218,642 8 018,350 618,606 418,461 1 818,283 1 517,559 7 817,048 6 616,546

＊＊求人数求人数・・・・求職者数求職者数はははは、、 整整季節調整値季節調整値

３ 職 数職業別求人数・ 数求職者数

    
４４ 完完完全失業率完全失業率、、、、 者者完全失業者数完全失業者数（（ 値値全国値全国値））

  区 分区 分 HH221..88月月 99月月 010月月 11月月 212月月 HHH22222222....111月月月月 22月月月月 33月月 44月月 55月月 6666月月月月 7777月月月月 88月月

失 業 率 45.4 35.3 5.2 5.3 5.2 44.9 44.9 05.0 5.1 5.2 55.3 55.2 .5.1

数失業者数 1361 3363 344 331 317 3323 3324 0350 356 347 3344 3331 3337

＊失業率はは 値季節調整値、 数失業者数は原数値

○ 失本県失業率(ﾓﾃﾞﾙ 計推計値・4 期半期ごごとに 表発表)   ) 単位 ％：％

   区 分 H21.7月 8月 9月 10月 11月 1212月月 H22..11月月 2月 3月 4月 55月月 66月月

失 業 率 34.3 4.1 44.4 4.7

位単位：倍

＊ 人有効求人倍率は、季季節調整値。。

単位：人

雇労政雇用課 域地域雇用担当

福井県福井県 ・・・・・・・・ 沖沖沖縄県沖縄県 ・・・・・・・・

青青森県 ・・・・

単位単位：人、倍倍

業職業区分 人求人数 数求職者数 有 率有効求人倍率

   門専 門・    技 術 11,869 3 11,351 11.38
管         理 414 39 00.36
事         務 5 3553 6 12,641 00.21
販         売 8 7857 0 01,030 00.83

       ー  サ ー ビ ス 4 2482 694 00.69
保         安 1 2112 60 11.87

         林   農 林  漁 業 334343 115115 000.370.37
   輸運 輸・    通 信 2 9269 422 00.64

製造･･建建設･労務 111,4621,462 2 42 43,2943,294 000.440.44

○ 失本県失業率(H21 平年平均       )           ･･････   44.1 ％

単位：：％、万人

      そ の 他 00 1 91 92,1292,129 000.000.00
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○○ 求人有効求人倍率の推移（（ 調季節調整値    ）    ・ 本県のの有効求人数・・ 求職有効求職者数の推移（（ 調季節調整値）

※年度平均は原数値

H19.4H19.4 9 59 5H19.5H19.5 ..H19.6H19.6 H19.7H19.7 9 89 8H19.8H19.8 H1 .H1 .H19.9H19.9 9 19 1H19.10H19.10 H1 .H1 .H19.11H19.11 H19.12H19.12 00H20.1H20.1 H20.2H20.2 H2H2H20.3H20.3 年年年度平均年度平均

求求 職職 者者 数数 7712,72512,725 1 , 41 , 412,84412,844 2212,85212,852 13,02013,020 1 31 313,23413,234 3 3 23 3 213,37213,372 13,47713,477 13,46113,461 3 5 33 5 313,50313,503 1 ,1 ,13,21413,214 13,35813,358 4 24 213,47213,472 13,21313,213

本県 求 人 数 414,465 1 , 214,325 4 514,665 14,238 1 313,938 3 5 113,591 13,384 13,434 3 4 013,400 1 ,12,787 13,307 9 812,988 13,738

有効求人倍率 11.14 1.12 41.14 1 01.09 .1.05 1.02 0 90.99 . 01.00 0.99 90.97 . 01.00 00.96 . 41.04

1.07 1.07 1.07 1.06 1.05 1.03 1.01 0.98 0.97 0.97 0.97 0.97 1.02

H20.4 0 5H20.5 H .H20.6 H20.7 0 8H20.8 H2 .H20.9 0 1H20.10 H2 .H20.11 H20.12 1H21.1 H21.2 H2H21.3 年年度平均

求 職 者 数 013,017 1 , 113,214 3 613,216 13,095 1 313,537 4 0 914,079 ,14,759 15,541 6 6 616,696 1 ,18,101 19,371 1 820,138 15,330

本県 求 人 数 812,877 1 , 312,839 2 712,647 12,209 1 012,101 1 7 611,716 ,11,280 10,745 0 4 510,435 1 ,10,237 99,634 9,291 11,328

求人求人有効求人倍率有効求人倍率 0 900.990.99 0.970.97 660.960.96 0 90 90.930.93 ..0.890.89 0.830.83 0 70 70.760.76 . 9. 90.690.69 0.630.63 550.570.57 . 0. 00.500.50 000.460.46 . 4. 40.740.74

0.95 0.95 0.92 0.89 0.86 0.82 0.78 0.74 0.70 0.65 0.58 0.53 0.77

H21.4 1 5H21.5 H2 .H21.6 H21.7 1 8H21.8 H2 .H21.9 1 1H21.10 H2 .H21.11 H21.12 2H22.1 H22.2 H2H22.3 年年度平均

求 職 者 数 20,813 2 , 920,891 1 721,247 21,567 2 021,504 1 1 221,112 ,20,570 20,111 9 6 119,611 1 ,18,642 18,350 6 618,606 20,252

本県 求 人 数 8,893 18,413 8 4 78,477 ,8,474 8,435 8 8 48,894 , 88,583 8,619 58,547 , 68,461 88,826 9,788 88,695

求人有効求人倍率 0 40.43 0.40 00.40 0 30.39 .0.39 0.42 0 40.42 . 30.43 0.44 40.45 . 80.48 00.53 . 30.43

0.48 0.46 0.45 0.43 0.42 0.43 0.43 0.43 0.43 0.46 0.47 0.49 0.45

H22.4H22.4 2 52 5H22.5H22.5 H2 .H2 .H22.6H22.6 H22.7H22.7 88H22.8H22.8 H2 .H2 .H22.9H22.9 2 12 1H22.10H22.10 H2 .H2 .H22.11H22.11 H22.12H22.12 33H23.1H23.1 H23.2H23.2 H2H2H23.3H23.3 年年年度平均年度平均

求 職 者 数 18,461 1 , 818,283 7 917,559 17,048 416,546

本県 求 人 数 9,640 9,258 9 6 39,693 10,201 310,133

求人有効求人倍率 0 50.52 0.51 50.55 0 60.60 .0.61

0.48 0.50 0.52 0.53 0.54

年 月

全国有効求人倍率

年年 月月

全国有効求人倍率

年 月
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部等名 商 工 労 働 部

新卒未就職者就職応援事業の対象者の拡大について（報告)件 名

１ 事業の概要

○ 目 的

厳しい雇用情勢から、平成２２年３月に卒業しても就職先が決まらない「新卒

未就職者」が多数発生した。

この「新卒未就職者」を地域の企業等に雇用してもらい、職場での就業ととも

に、職場研修や外部研修の受講を通して、職業人として必要な知識や技術等を習

得させ地域ニーズに応じた人材として育成することにより、正規雇用に結びつけ

ていくための事業を実施する（平成２２年６月補正で対応）。

○ 内 容

① 対象者 平成２２年３月新卒の未就職者

② 募集人員 ８０人

③ 受入企業(県内企業)は、新卒未就職者を新たに雇用(６ヶ月以内の有期雇用)

した上で、当該企業での就業とともに、職場研修(ＯＪＴ)と外部研修等( Ｊoff-

Ｔ)を実施し、職業人とし必要な知識・技術等を習得させる。

２ 対象者の拡大について

現在、受入企業と新卒未就職者とのマッチングを図っているところであるが、新

卒者を取り巻く雇用環境が厳しい状況にあることから、１０月からは対象となる新

卒者を卒業後１年以内から卒業後３年以内の既卒者にまで拡大し、早期就業を支援

することとしている。

【平成２０年年３３月以降の卒業者をを対象対象】】



商工労働部

「 応 談 口円高対応相談窓口」の 及設置及び中 策中小企業支援施策の「 ッワンストップ
件 名

・サービス・デイデイ」の開催 いてについて（協議）

１１ 「 談円高対応相談窓口」の設置
(1) 趣旨

円高の影響を受けている県内中小企業者を対象に県制度融資等の金融相談及び
下請け取引等の経営相談を行う「円高対応相談窓口」を設置。

(2) 実施機関
金融相談：県商工労働部商業振興金融課
経営相談：やまなし産業支援機構 中小企業振興部経営支援課

(3) 設置期間
平成２２年１０月７日（木）から当分の間

(4) 相談時間
平日９：００～１２：００ １３：００～１７：００

(5) 相談方法・場所
金融相談：電話 ０５５－２２３－１５５４

面談 甲府市丸の内１－６－１ 県庁本館２階 商業振興金融課
（面談が必要な場合には事前に連絡）

経営相談：電話 ０５５－２４３－１８８８
面談 甲府市大津町２１９２－８ アイメッセ山梨３階
（面談が必要な場合には事前に連絡）

２２ 「 プワンストップ・サービス・ イデイ」」のの開催
(1) 趣旨

中小企業が円高等により依然として厳しい経済状況にあることを踏まえ、資金
繰りから海外展開、雇用調整助成金まで、利用者が一つの窓口で必要な各種支援
サービスの相談をすることができる「ワンストップ・サービス・デイ」を開催。

(2) 実施主体
関東経済産業局 産業部中小企業課（問い合わせ先 ）048-600-0321

(3) 開催日時・場所
① 日時：平成２２年１０月１５日（金） １０：００～１６：００

場所：山梨県中小企業会館４階研修室（甲府市飯田二丁目２－１）
② 日時：平成２２年１１月１６日（火） １０：００～１６：００

場所：富士吉田商工会議所２階大会議室（富士吉田市下吉田１６４３－１）
(4) 相談内容・参加機関

金 融：日本政策金融公庫甲府支店、商工組合中央金庫甲府支店
山梨県信用保証協会、県商工労働部商業振興金融課

経営相談：中小企業基盤整備機構関東支部、やまなし産業支援機構
山梨県商工会連合会、富士吉田商工会議所（１１月１６日対応）

取 引：下請かけこみ寺（やまなし産業支援機構）
知的財産：発明協会山梨県支部
技術相談：山梨県工業技術センター（１０月１５日対応）

山梨県富士工業技術センター（１１月１６日対応）
研究開発支援：関東経済産業局、中小企業基盤整備機構関東支部

やまなし産業支援機構、県商工労働部産業支援課
雇用調整助成金：山梨労働局
海外展開：日本貿易振興機構
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